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  第二章では、まず、中国特許制度の歴史を概略的に述べる。中国特許法は、1984 年 3 

























   



















   























    
第五章 特許戦略の考察 
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   近年、日本企業が中国への進出する勢いは著しい。2004 年末で推定 22,000 社以上
が中国に進出している（21 世紀中国総研編、2005）。それに応じて、中国における日本
企業の特許出願件数も急増している。中国国家知識産権局（SIPO）の統計データによ













標法、著作権法、各種条例及び司法解釈は TRIPs 協定1(Agreement on Trade-Related 
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業の特許戦略はヨーロッパでも注目されている（de Rassenfosse and Guellec、 2009）。 

















では 2000 年 12 月にビジネス関連発明について新しい「コンピュータ·ソフトウェア関
連発明に関する審査基準」を発表し、2001 年 1 月から適用している（高橋、2003）。こ
のように、「発明」の概念が広がり、特許戦略が多国籍企業の経営戦略として一段と重
要性を増やしてきた（高橋、2003；中嶋、2003）。 
  表 1 は、多国籍企業を擁する主要国から特許協力条約（PCT：Patent Cooperation 
Treaty）に基づく 2011 年の国際特許出願5件数のランキングであるが、米国の国際特
許出願の数が、日本を越え、圧倒的に一位となっている。このように、多国籍企業は、






                                                             
5特許協力条約（PCT: Patent Cooperation Treaty）に基づく国際特許出願：ひとつの出願願書
を条約に従って提出することによって、PCT 加盟国である全ての国に同時に出願したことと同




表 1 特許の国際出願件数 国別ランキング（2012 年） 




































  上の図１を参照すれば、まず、特許戦略とは、その目的から「特許取得戦略（Patent 
11 
 
Acquisition Strategy）」、 「特許活用戦略（Patent Application Strategy）」、 「特
許非公開戦略（Patent Closed Strategy）」の三種類に分類される。次に、「特許活用
戦略」はさらに「独占化戦略（Monopolization Strategy）」、「攻撃戦略（Offensive 












その他にも「工業所有権保護国際同盟条約（Intellectual Union for the Protection 
of Industrial Property）」(通称パリ条約)に即した「パリルート」や「ヨーロッパ特
許条約（European Patent Convention）」に即した「EPC ルート」、「PCT 経由 EPC ルー
ト」などが存在している（竹田、2000） 
  そして、こうした様々な国際出願制度の中、米系多国籍企業が最も利用している







































  代表的な例としては、1992 年に米国の個人発明家が、自らが 38 年前に出願してい







名である（竹田、2000）。この訴訟の結果、日本自動車メーカーが 11 社合計約 1 億ド
ル（当時約 127 億円）の和解金を払ったというものであった（ibid）。その後、諸国の
非難を受け、1995 年に米国は特許制度を改正し、有効期間を出願日から 20 年とした（浅


















与戦略（Patent Licensing Strategy）」は R&D 費の回収にとっても必要不可欠である














































  ところが、1990 年代後半以降、情報通信技術（Information Technology: IT)の飛
躍的な進歩により、かつて数ヶ月もかかっていたポートフォリオ分析が、インターネ
ットを利用した専用ソフトウェアによる解析によって数時間で完成し、しかも安価な
コストで実行できるようになったのである（Rivette and Kline、2000）。 































図 3 クラスタリングとブラケティング 
（出所）今井（2000）により引用 








  その上に加えて、「特許引用ツリー9（Patent Citation Tree）」の分析によって、
以下のような特許戦略が生み出される。一つ目は自社の技術優位性を強化できる周辺
































































にとっても必要不可欠であると三家（1996）が示唆した。以下の表 2 の「R&D 費」のテ
ーブルは 2006年度各社の R&D費を示している。また、売上高に占める R&D費もわかる。
ランキング各社の中、特に半導体企業である INTEL と MICRON は他社と比較すると売上
高に占める R&D 投資比率が 2、3 倍ほど高いことが分かった。よって、INTEL と MICRON
のような R&D 費用が高い企業にとってオープンライセンスポリシーにより費用の回収
は非常に重要である。 






1.IBM 米 3,621 6,107   91,424 6.7% 
2.SAMSUNG 韓 2,451 6,152  91,954 6.7% 
3.キヤノン 日 2,367 2,591 34,931 7.4% 
4.パナソニック 日 2,229 4,899  77,188 6.3% 
5.HP 米 2,099 3,611   104,286 3.5% 
6.INTEL 米 1,959 5,873   35,382 16.6% 
7.ソニー 日 1,771 4,610   70,303 6.6% 
8.日立 日 1,732 3,750  86,847 4.3% 
9.東芝 日 1,672 3,339  60,308 5.5% 
10.MICRON 米 1,610 805  5,688 14.2% 
表２ 米国特許取得ランキングと各社の R&D 費（2006年） 
（出所）荒井（2010）より引用 
 






と考えられる。日本の NEC は 2002 年 4 月から「知的資産事業本部」を新設し、自社が






































  ここ数年、中国に進出し、R&D 活動を開始する欧米及び日本の多国籍企業は増加の
一途をたどっている（浅川、2011）。1990 年代後半からは、世界のグローバル企業の対
中進出が増え、2004 年のフォーチュン 500 社のうち、ほぼ全ての多国籍企業は中国に
生産、販売または研究拠点を持ち、中国巨大市場を巡る競争は白熱してきている（王
編、2004）。 
  その背景の中で、中国の特許法（中国では「専利法」と呼ばれる）は 1983 年 12
月 2 日に全国人民代表大会常務委員会に上程され、1985 年 4 月 1 日実行された（朝日




許出願は急激に増大している。中国特許法が施行された 1985 年当時、3 種（発明、実
用新案及び意匠）特許出願の合計は 1.4 万件であったのに対し（中国国家知識産権局
















  中国の特許制度は 19 世紀までに遡ることができる。1889 年に中国の最初の特許
法は採択され、1945 年に当時の中華民国政府により改定されたこともある（Fai、2004）。
この改定法は 1949 年 1 月に実施すると予定されたが、中華民国政府の崩壊によって、
中国大陸においては結局実施されなかった（張、2006）。 
  現在の中国特許法は、1984 年 3 月に開催された第 6 期全国人民代表大会を経て 
28 年前の 1985 年 4 月 1 日をもって施行された（朝日奈、2010；河野、2011；張、2006）。
中国は世界知的所有権機関設立条約及び AIPPI にはすでに加入済みであり、またパリ
条約へは、1984 年 12 月 19 日加入書を寄託し、1985 年 3 月 19 日加入した（朝日奈、
2010）。そして、1993 年 10 月 1 日には特許協力条約（PCT）への加盟書を寄託し、翌
1994 年 1 月 1 日から PCT の加盟国となった（ibid）。したがって、1985 年 4 月 1 日と
1994 年 1 月 1 日より日系多国籍企業からのいわゆるパリルートと PCT ルートによる中
国市場での特許出願が可能となった。 
  その後、2001 年 12 月 11 日には WTO に加盟した。経済の急速な発展及び WTO 加
盟に伴い、表 3 に示す通り、中国政府は次々と 3 度の特許法改正を行った。 
 
中国特許法施行時間 具体内容 
1985 年 4 月 1 日 特許法施行 
1993 年 1 月 1 日 第 1 次改正特許法施行 
2001 年 7 月 1 日 第 2 次改正特許法施行 
2009 年 10 月 1 日 第 3 次改正特許法施行 
表 3 中国の特許法改正の経緯 
（出所）河野（2011）を参照し、筆者作成 
 
  1992 年には、中国特許法の第一次改正が行われ、1992 年 9 月 4 日に全国人民代表
大会常務委員会で決定され、1993 年 1 月 1 日に実行された（朝日奈、2010）。この改定
法では 8 項目の改正がなされたが、ここで代表性のある 3 つの項目について述べる。 





付与後 6 ヶ月間とされた。 
三、 特許製品の無断輸入を侵害行為にした。 
（出所）朝日奈（2010） 
  Hu and Jefferson(2009)によれば、特に 2 つ目の改正項目により、特許付与前異
議申立制度（pre-grant opposition）の代わりに特許付与後異議申立制度（post-grant 
opposition）に近い「付与後行政取り消し制度」を採用するため、特許の審査過程は




2006）。しかし、2000 年 8 月の第二次改正により、このような特許付与後行政取り消し
制度は廃止されたという（韓、2003）。 
  第二次改正は WTOへの加盟に向けた一連の法整備の一環として 2000年 8月に中国












































  しかし、中国は 1990 年代に入ってから、投資環境の更なる整備と外国からの先進
技術の導入を目指し、世界経済のグローバル化に積極的に対応するために、WT0 加盟前



















年では、発明特許のみの出願件数が 314,573 件に達している（中国国家知識産権局 WEB、
2009）。また、この数値は 2005 の出願件数の 173,327 件の 1.8 倍であり（中国国家知
識産権局 WEB、2005）、わずか 4 年間で国内と海外からの出願は急成長していることが
分かった。さらに、中国国家知識産権局（SIPO）への出願数の伸びは著しく、既に日












2010 年には約 75％になったとされている（中国国家知識産権局 WEB、2010）。以下の表
４は中国 2005年度から 2009年度にかけての中国特許出願統計である。表 4によれば、
国外からの発明特許の出願は 2009 年を除くと、毎年増えつつある。2005 年から 2006
年度までは 8,000 件増加し、2006 年から 2007 年度までは 4,000 件増え、さらに 2007
年から 2008 年度までは 3,000 件増えた。それに対して、国内からの出願件数は毎年
30,000 件の 10 倍のスピードで増加している。その結果、2005 年度には、国外からの
発明特許の出願は約 46％を示しているものの、2007 年度にはその割合が 37％に、さら




出願が増加することを指摘している。Hu and Jefferson(2009）と Lerner (2002)は、







に関する分析も進みつつある。Hu and Jefferson(2009)は、中国企業の R&D 投資や海
外直接投資の増加、特許制度の整備等が特許出願の増加をもたらしたとの結果を示し
ている。また、Choi et al.(2011)は中国における 548 社の企業の所有構造と中国への







  また、表 4 によると、国外からの実用新型特許の出願の平均割合は１％にも達し
ておらず、しかも国外からの外観設計特許の出願の平均割合もわずか５％だというこ
とが分かった。この結果の主要な原因が２つ考えられる。 

















ングを行うことが 2012 年 9 月に北京で開催された日中米韓実用新案・意匠ラウンドテ
ーブルで表明された（特許庁「特許行政年次報告書 2013 年版」、2013）。 





年度 合計 国内 国外 












2005 476264 173327 139566 163371 383157 93485 138085 151587 93107 79842 1481 11784 
2006 573178 210490 161366 201322 470342 122318 159997 188027 102836 88172 1369 13295 
2007 694153 245161 181324 267668 586498 153060 179999 253675 107419 92101 1325 13993 
2008 828328 289838 225586 312904 717144 194579 223945 298620 111184 95259 1641 14284 
2009 976686 314573 310771 351342 877611 229096 308861 339654 99075 85477 1910 11688 
表４ 中国特許出願統計（2005～2009年度） 
（出所）中国国家知識産権局 WEB の 2005 年～2009 年統計資料を参照し、筆者作成 
 
  そして諸外国のうち、日本の多国籍企業の特許出願の勢いは目立っている。1990
年では、日本の出願件数は 820 件であり、それに対して、米国と EU11 ヶ国はそれぞれ
1604 件と 1323 件を出願した（張、2006）。その後、日系多国籍企業の中国における特
許戦略を強化する傾向が示されており、特に 2000 年以降、日本の出願平均伸び率は
30％であり、米国と EU11 ヶ国のそれぞれの 20％と 21％を大きく上回っていることが
分かった（ibid）。表５は 2009 年度中国への出願の多い国のランキングであり、表 6
は 2009年度中国へ出願件数の多い外国の多国籍企業ランキングである。表 5によれば、















番号 国名 件数 
1 日本 34,382 
2 米国 24,628 
3 ドイツ 9,694 
4 韓国 7,113 
5 フランス 3,624 
6 オランダ 3,372 
7 スイス 2,823 
8 英国 1,911 
9 スウェーデン 1,844 
10 イタリア 1,423 










  番号 国名 企業名称 件数 
1 日本 ソニー株式会社 2,088 
2 日本 パナソニック株式会社 1,825 
3 オランダ フィリップスエレクトロニクス 1,601 
4 韓国 三星電子株式会社 1,351 
5 日本 トヨタ自動車株式会社 1,201 
6 日本 シャープ株式会社 1,073 
7 韓国 LG 電子株式会社 1,010 
8 日本 キヤノン株式会社 1,003 
9 米国 GM 946 
10 米国 クアルコム（QUALCOMM） 844 















籍企業を含む）は 26.5％（2002 年比 13.1％増）、“被害はあるが深刻ではない”とす











46 ヶ月かかるのに対して、日本はそれより約一年半短い 28 ヶ月程度である（ibid）。
さらに中国では全く審査されていない特許申請が 11万件ほどあると言われている（張、
























































ている模倣品問題を改善するため、国務院は 2010 年 10 月 27 日に「知的財産権の侵害
及び模倣品・粗悪品の製造・販売を摘発する特別プロジェクト活動」を公表し、展開
した（IPG、2011）。特別プロジェクト活動によって摘発された知財案件は 2,572 件に
上り、没収や罰則を適用した物品は 8 万件にも上った（金、2012；IPG、2011）。 
  また、自主創新能力の向上のため、国家知識産権局（SIPO）は「全国特許事業発
展戦略（2011－2020 年）」（2010 年 11 月 17 日公表）を策定し、2015 年の目標として以
下を掲げている（IPG、2011）。まず、発明・実用新案・意匠の年間出願件数 200 万件





と思われる（IPG、2011）。   
  このようなめまぐるしい中国のイノベーション政策の展開に伴い、近年、中国企
業は自らの特許が重要な経営資源であると認識しつつ、国内のみならず、国際特許に
も積極的に出願し始めた（張＆中田、2012）。2012 年 WIPO の国際特許出願状況に関す
るレポートによれば、「企業別ランキング」では、一位 ZTE(中興通訊、中国)3,906 件
（1,080 件増）、そして 4 位はファーウェイ（華為技術、中国）1,831 件（30 件減）と
なった（表 7 参照）。同表によれば、前年と比べと、中国の通信機器大手の ZTE が前々
年から前年の 958 件増をさらに上回る 1,080 件増で、断トツの２年連続１位となった
が、同じく中国のＩＴ大手ファーウェイは、前年比 30 件減でシャープに抜かれ、３位
から４位となった。2012 年の ZTE の特許出願件数は、ファーウェイ・テクノロジーズ
の出願総数（1,801 件）の 2 倍を超え、またエリクソン（1,197 件）などの通信機器業
界他社を大きく上回った。WIPO から第二位にランクされたパナソニックの出願件数は





表 7 WIPO 特許の国際出願数 企業ランキング（2012年） 
（出所）WIPO Statistics Database（2012）により引用 
 
  しかし、以上の WIPO の統計数値に対して荒井（2012）は中国の国際特許申請数に












いと思われたが（塚田、2012）、2007 年では米国に 6,879 件であるが、欧州には 1,632
件、日本・韓国には 1,000件にも満たない（東京大学政策ビジョン研究センター、2010）。






























  日中の特許制度で類似した点は大きく分ければ 4 点ある。まず日本と同様に、中


















































表 8 中国特許法と日本国特許法との比較 
（出所）河野（2011）より引用 





































  2 つ目の相違点は日本ではビジネスモデル、コンピュータプログラムとコンピュー
タプログラムを記録した記録媒体の特許性を認めることに対し（日本特許法 2 条 3 項 1
号）、中国では認めないことである（野中、2010；孫、2005）。日本の特許庁では 2000
年 12 月にビジネス関連発明について新しい「コンピュータ·ソフトウェア関連発明に

























日から 20 年（日本意匠法 21 条）に対し、中国の外観設計特許権は出願日から 10 年で


































  また、中国における特許権侵害訴訟も増加している。1985 年に中国で特許法が施
行されて以来、多国籍企業は莫大な費用をかけて中国特許を取得してきた。日本企業
（日系多国籍企業を含む）は中国で特許法が施行された時点から 2006 年までに 22 万


















































図 5 海外において日本企業（日系多国籍企業を含む）が模倣被害を受けた国・地域 
（被害社率・複数回答） 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.10)より引用 
 
  次に知的財産権別の被害状況を見てみる。2010 年度の中国における日本企業（日
                                                             
12日本財務省が公表している「平成 25 年における知的財産権侵害物品の差止実績」によると、





権）侵害が 3,450 件（10.4％）、製品品質法違反が 105 件（0.3％）、発明専利権（特許





表 9 侵害対象知的財産権及び違反対象法別件数（2010年度） 
















表 10 侵害対象知的財産権及び違反対象法別件数（2008～2010年度） 
（出所）経済産業省（2012）「第 6 回中国における知的財産権侵害実態調査」より引用 
 
  続いて日本企業規模別の被害動向について述べる。図 6を参照すれば、日本の大
企業（多国籍企業を含む）の被害率（2011 年度 26.9％）は、日本中小企業（2011 年度
21.6％）より高い傾向にある。直近 5 年間のトレンドをみると、大企業では 2009 年度
以降は減少が続いたが、2011 年度は増加である。中小企業は 2007 年度から増加傾向に
あり、2010 年度は減少となったが、2011 年度は再び増加となった。 









図 6 企業規模別の被害率（2007～2011 年度） 













図 7 中国の主要な模倣品製造都市・地域の被害社率の増減（2007年度→2011年度） 








図 8 中国の主要な模倣品販売提供都市・地域の被害社率の増減（2007年度→2011 年度） 
















































































































図 10 現在実施している模倣被害対策の内容と効果 
（出所）特許庁（2013）「2012 年度 模倣被害調査報告書」(p.69）より引用 


































                                                             














  ①「特別摘発活動」 







用した部品は 8 万件にも上がった（金、2012）。そして期間中 130 億円相当の刑事案件
を処理し、前年同期比で 4 倍以上の実績をあげたこと等が公表されている（政府模倣
品・海賊版対策総合窓口、2012）。さらに、特別摘発活動に合わせた警察の特別活動「亮
剣」行動で摘発された犯罪案件は 19,651 件であり、検挙された容疑者は 34,907 人、
逮捕者は 11,787 人にも達した（金、2012）。国民の間で他人の知的創造を尊重する意
識浸透にはまだ程遠い。 



















  ③「展示会・博覧会での取り組み」 












  ④「中国国民への啓発活動」 
  「国家知的財産権戦略綱要」の実施・徹底を進める一環として、各省で知財保護
                                                             
15「三打両建」：「三打」は悪行為の打撃、偽り行為の打撃、商業賄賂行為の打撃を指し、「両建」
は社会信用体制の建設、市場監督体制の建設を指す。 












































められているが（民事訴訟法第 135 条、第 159 条）、渉外事件には当該規定は適用され
ない（民事訴訟法第 248 条）（河野、2010）。また、上訴期限も国内企業に対して認め

















財産権訴訟全体に占める渉外事件の割合は 2005年から 2011にかけて、それぞれ 2.0％、




























































（一審進行中に、損害賠償の請求額が 7,600 万元に拡張されている）。 
    一審裁判所である高級人民法院は、原告の申請に基づき、華科鑑定センターに対
60 
 




















ろ、被告富士化水が 5,061.24 万元を負担しなければならないことには変わらない。 
  被告富士化水は、さらに被告華陽から、被告富士化水から譲り受けた技術を使用


















































図 15 中国の鋒陵農業対日本のクボタ権利紛争事例の流れ 
（出所）谷山（2013）より引用 
 
  以上に述べた 2 つの特許権権利紛争事例以外、他に日系多国籍企業と中国企業と
の和解した訴訟事例もいくつか存在する。例えば中国の深セン市朗科科技有限公司が
日本のソニーを自社の「フラッシュメモリ」という特許権を侵害したことで、2004 年
7 月深セン市中級人民法院に提訴した（中華工商時報、2005 年 8 月 5 日）。結局和解で
事件を解決したが、具体的な和解内容は公表されていないため、未だに不明のままで
ある。また、中国の愛国者（aigo）電子科技有限公司（以下、「愛国者」）が日本の東
芝を自社が有する「メモリインターフェース」特許権を侵害したとして、2010 年 4 月
に陝西省西安市人民法院に提訴した（捜狐新聞、2010 年 4 月 28 日）。一審の判決が 2011

















  日本企業（日系多国籍企業を含む）は中国で特許法が施行された時点から 2006 年































ラクチャー＆シティーズの 4 つのセクターである。 




2013）。2012 年度（2011 年 10 月～2012 年 9 月末日）、継続事業から売上は 785 億ユ
ーロ（約 11 兆億円）、同利益は 47 億ユーロ（約 6,557 億円）であった（Siemens 2012 




    グローバル化時代の中、自社の知的財産とノウハウはシーメンスにとって最も大
事な財産であるため、自社の知的財産権（特許権も含む）の保護、利用及び拡大はシ
ーメンスの成功のカギとなっている。2012 年度までに、シーメンスが所有している特





そして、2012 年度時点において、シーメンスが有する特許権の 35％は（おおよそ 20,200
件）は「グーリン特許権」と呼ばれ、シーメンスの環境関連製品及びソリューション
に関するサスティナブル技術を保護している（ibid）。 
  下のグラフから見て取れるように、2012 年における特許取得数ではシーメンスは
ヨーロッパ第二位であり、米国特許庁への出願数も 11 位にランクインしていた（図 16
を参照）。また、欧州特許庁（EPO: European Patent Office）が発表した 2011 年に
おける特許出願件数ランキングによると、シーメンスは首位を獲得し（2010 年度と比
べ 15％増）、特許に力を注いでいることが伺える（Yoshida and Clarke、 2012）。シ














かり、その後 1982 年に北京にも営業所を開設した（JETRO「アジアの RE 市場と欧米企
業」、2012） 
  シーメンスは全事業分野で中国に拠点を構築し、本格的な事業展開を進めている。
2012 年度、シーメンスが中国市場における売上総額は 63.5 億ユーロ（約 8,858 億円）












  シーメンスの中国における特許出願状況について確認する。以下の図 17 は 1993
年から 2011年にかけて中国国家知識産権局へ出願した特許件数の推移を示すグラフで
ある。シーメンスが中国での出願のほとんどは発明特許で、2000 年から徐々に増加し、
2005 年にピーク（800 件）に達した後、徐々に減少していった。特に 2010 年と 2011




図 17 シーメンスの中国特許出願件数の推移（1993～2011年度） 
（出所）JETRO「2011 年度先端企業調査研究 知財戦略分析」（2013）より引用 
 
  シーメンスによる中国特許の総出願数は 9,098 件であり、その内訳は発明特許が





図 18 シーメンスによる中国特許出願における三種の特許比率 














は TD-SCDMA と改名されたが、中国の最大手通信会社である中国移動（China Mobile）
が採用した。これによって、中国国内に利用者が増え、その契約者数は 1.2 億人を超















                                                             

















第二節  米系多国籍企業の代表－IBM 
 
基本情報 
  IBM は、世界でも最も歴史のある IT 関連の巨大グローバル企業の一つである。か





  実際に、IBM の 2011 年度の総収入のうちサービスの収入が約 60％であり（IBM 2011 
Annual Report、 2011）、サービスを中心とした上で、そのために必要なハードウェア
やソフトウェアについても製造・販売するというビジネス・モデルを採用している。
なお、近年、液晶事業、基板事業や HDD 事業を含め、様々な PC の主要部品となる事業
を続々と売却するなど、ハードウェアの分野を減らし、サービス（主にコンサルティ
ングサービス）とソフトウェアの比重を高めてきていることが現在の IBM モデルの特






  IBM は本社をアメリカ合衆国ニューヨーク州アーモンクに置くが、100 年以上を渡
って各国に現地法人を設立し、世界規模で活動を行う多国籍企業でもあり、170 カ国に
事業展開し、世界で 8 箇所の基礎研究所、24 箇所の製造施設を持つ（IBM のホームペ
ージ「Corporate Responsibility」、2008）。2012 年度の売上は 104,507 百万ドル（約
10.7 兆億円）であり、同年の純利益は 16,604 百万ドル（約 1.7 兆億円）に達した（IBM 




    IBM は引き続き、一貫して積極的に特許を取得し続けるという戦略を実行しており、
2013 年に発表された 2012 年の米国特許取得件数において、同社は 6,478 件と、20 年
連続で米国特許取得件数トップとなった（以下の図 19 を参照）。図 19 が示すように、
同社は 1993年から 2007年まで毎年の特許取得数は繰り返しバラつきであったが、2007
年という時点から急激に増加しつつある。 





  また、研究開発の観点から見た場合、同社は、年間 60 億ドル規模という世界でも
最大規模の研究開発費を投じることで有名な企業である。IBM の研究開発は、米国の他、
中国、イスラエル、スイス、日本、インドの研究所における 3,000 名の研究者と、世
界 15 カ国 61 箇所で働く 2 万名強のソフトウェア開発者によって支えられている（市
川、2007）。なお、同社の 2011 年度及び 2012 年度の研究開発費は 63 億ドルである（IBM 




図 19 IBM 米国特許取得数の推移（1993～2011 年 20 年連続特許取得数一位） 
（出所）IBM 自社のホームページ「20 Years of IBM Patent Leadership」(2013) 
 










  IBM の年間の継続ライセンス料による得た収入は、20 億ドル前後で純利益の 15％
相当という（馬場、2003）。また、IBM はライセンス供与のみならず、特許の売却や同
社の特許を活かした共同技術開発など、状況に応じた柔軟な形態で特許を活用したビ
ジネスに取り組んでいる（和田、2011）。最近の新たな動きとしては、2011 年 7 月と 9


















  IBM の中国における歴史は 1979 年に瀋陽送風機に中型計算機を納入したところか
ら始まる（IBM 北京子会社のホームページ、2011）。同社は、80 年代後半には北京と上
海に事務所を設置し、1992 年には北京に 100％出資子会社を設立し、そこでの従業員
数は 5,000 人も上る（ibid）。IBM は 1995 年に R&D センターを立ち上げ、150 人あまり
の研究員を雇用しており、1999 年にはソフト開発センターも設立され、2,000 人ほど
のソフト技術者を採用している（包、2006）。2005 年 3 月には、次世代 e コマース技術
を開発するために、広州の華南理工大学や香港大学と共同の研究センターを設立した
（ibid）。 




   現在、中国において、同社が 31 の現地事務所を有し、660 の都市のうち 350 の都
市でビジネスを展開している（IBM 北京子会社のホームページ、2011）。さらに、IBM






   2004 年 12 月 31 日までに IBM が中国での特許出願総数は 3,048 件である。その内
訳は発明特許が 2,978 件（97.703％）、外観設計特許が 64 件（2.1％）、実用新型特許








図 20 IBM による中国特許出願における三種の特許比率 
（出所）巫（2005）p.53 のデータに基づき、筆者作成 
 
  続いて、IBM が中国での特許出願件数がの推移について見てみよう。図 21 は 1985
年から 2004 年までの IBM 社の特許出願件数推移グラフである。図 21 が示す通りに、
同社は 1993 年以前の特許出願件数は割りと少なく（毎年 100 件以下）、増加率も低か
った。しかし、1994 年と 1995 年に年間 100 件を突破し、1996 年から出願件数が大幅
に増加した。2001 年の年間出願数は 4 年前（1996 年）の四倍近くまで増えた。したが











专利总量：特許出願件数        




図 21 IBM が中国における特許出願推移（1985～2004年度） 
（出所）巫（2005）p.54 より引用 
 
中国における IBM の特許戦略 




手企業レノボ（Lenovo）と SMIC（Semiconductor Manufacturing International Corp.）
へのライセンシング戦略について述べる。 
  2005年に中国企業であるレノボが IBMの PC事業部を買収してニュースにも大きく
取り上げられた。そのレノボが 2008 年に IBM とライセンス契約を結んだ（Ferguson、
76 
 
2008）。これによってレノボは IBM が持つ 1 ソケットもしくは 2 ソケット x86 サーバー
を開発及び製造するための特許技術を利用できるようになった（ibid）。さらには、2013
年に IBM からレノボへ x86 サーバー事業を売却するという報道も出ている。 
  レノボとは中国の国家機関である中国科学院の計算機研究所の研究員が設立した





めることになれば、IBM が中国の中小規模企業セグメントにおいて x86 サーバーの市場
を開拓する一助になり、将来大きな利益をもたらす可能性が見込まれる（Ferguson、 
2008）。 
  もう一つの IBM と中国企業とのライセンス契約を結んだ例として、SMIC との 45nm
プロセスによる半導体製造技術に関する契約が挙げられる。SMIC は中国最大の半導体
ファウンドリーであり、2000 年 8 月に上海で起工し、その後中国の発展に歩調をあわ
せて急速に事業を拡大していた(SMIC のホームページ、2013)。2007 年に締結したその





  注目すべきは、当時、半導体製品最大手の Intel は 45nm 技術を採用したプロセッ




の優れた特許を SMIC に使わせて、リスクがある製造販売は SMIC に任せることができ
る。その他、IBM 自らは製造販売していないため、自社で競合他社の権利を侵害する恐
れもないため、強気にビジネス展開ができると考えられる。 






















  2013 年 3 月 31 日時点で、連結売上高は 9 兆 410 億 7,100 万円であり、連結純利益





  日立の特許戦略の特徴は、次の 3 点に整理することが可能である。 
  第一に「特許出願の強さ」である。2011 年の日本国における公開特許件数は 10,183
                                                             





件であり、2 位となった（図 22 参照）。また、2011 年の米国登録特許件数ランキング
では、日立は 2,942 件であり、5 位にランキングされている（図 22 参照）。日立は日本
国内での特許公開件数の実績と米国での特許登録件数の実績から、極めて高い特許出
願力を持っていることが伺える。2011 年の時点で、日立は約 70,000 件の特許を保有し
ている（池谷、2011）。 
 
図 22 日立 2011年日本国公開特許件数及び米国登録特許件数 
（出所）日立の「知的財産報告」（2012） 
    
  また、日立における国内外の出願件数の比率は、2009 年度は国内が 53％、海外が
47％であったのに対し、2011 年度は国内が 45％、海外が 55％と海外への出願が増加し
ている（日立の「知的財産報告」、2012）。もともと海外への出願率が 55％に達するの












  2008 年度は、情報通信システムにおけるストレージシステムや次世代ネットワー
クシステム、電力・産業システムにおけるエレクトリックパワートレインといった 7
つテーマについて FS/PPM 活動を行い、特許ポートフォリオの創生・育成に力を入れた
（池谷、2011）。FS／PPM 活動の設定テーマ数は 2006 年度の 12 テーマから約半減して
おり、社会イノベーション事業への選択と集中を加速してきた（日立「研究開発およ
び知的財産報告書 2009」、2009）。さらに、2009 年度は、高効率火力発電、グリーン・












   
中国での活動 
  日立は 1960 年頃より、中国に技術、設備、製品などを輸出してきた（JETRO「中












  近年では、社外インフラと IT を融合して提供することができる強みと、省エネ・
環境保全分野における豊富な技術と経験、ノウハウを生かし、中国の様々な環境配慮
型都市プロジェクトに積極的に参画している（日立北京子会社のホームページ、2012）。
現在、日立は中国において、140 社以上のグループ会社と約 6 万人の従業員を有してい
る（ibid）。中国は日立の最も大きな海外市場であり、2012 年度の時点で、日立は中国
市場における売り上げは 538 億元（約 8,163 億円）に達し、日立のグローバル売り上
げの約 9％を占めている（日立のホームページ「国・地域の活動」、2012）。 
  また、中国において、事業の一層のローカリゼーションと更なるグループシナジ
ーの発揮を通じ、2015 年度の中国における連結売上高を 1,600 億元（約 1 兆 9,200 億
円）に拡大することを目指す「中国事業戦略 2015」を 2012 年 2 月 9 日に策定した（日
立北京子会社のホームページ、2012）。中国市場は日立にとって現在はもちろんのこと、
将来も大いに嘱望される市場である。 
   
中国での特許出願状況 
  日立が中国における特許出願状況を見てみよう。2005 年 9 月 30 日まで、日立は中
国における特許出願総件数は 6,397 件である（巫、2006）。図 23 に示す通りに、その
内訳は発明特許が 5,914 件（92.45％）、外観設計特許が 374 件（5.85％）、実用新型特







































  例えば、2000 年、日立は独資により第 3 の海外 R&D センターである日立（中国）
有限公司 R&D センターを設立し、中国での研究、開発能力の向上を図っている（JETRO
「中国における R&D と知財保護現状」、2007）。 








国における R&D と知財保護現状」、2007）。HCR&D は、在中日立グループのコア機関で
あり、中国の R&D 人材を有効に活用してグローバル競争力のある製品の開発を目的と
し、これまでに、IPv6 ネットワーク、3G 携帯電話、ITS システム、IT 化ビルなどの
開発を行った(ibid)。HCR&D は中国の R&D 資源と優秀な現地人材の豊富さを重視し、積
極的に中国と R&D 提携を展開した。 
  それだけでなく、中国の大学と産学連携することによって大学と協力しながら中











  また、清華大学のほか、日立は 2004 年に上海交通大学、復旦大学と共同で情報通
信上海研究室を設立し、2005 年に北京電大学と光通信技術 R&D センターを共同設立し






























































る。日本には 2003 年時点までに約 100 万件の特許がある。しかし、そのうち利用され
ている（製品化またはライセンス化されている）ものは 3 分の 1 に過ぎず,残りの 3 分
の 2 は未利用特許である（武村、2003）。また、特許庁の推計によれば、2010 年度にお
ける国内特許権所有件数 125 万 5,489 件のうち未利用特許の件数は 57 万 4,430 件、利






























業を参考にすることが重要である。そのため、第 4 章で 3 つの中国市場で成功してい
る多国籍企業の事例を取り上げた。そこから、日系多国籍企業が採用できる特許戦略
を抽出していく。ただし、中国で成功を収めた三社が採用している現地特許戦略はそ

































IBM から学んだ中国現地特許戦略（IT 業界） 
















































































  2009 年 4 月に和解した、正泰グループとシュナイダーエレクトリックグループ
（Schneider Electric）の天津子会社との間の実用新案権侵害訴訟事件（具体的な内
容は第二章の第四節に参考）はその一つの実例である。結果としては、天津シュナイ












































定をおいていないが、実践では通常 3～6 ヶ月とされているようである（李他、2003）。 
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